
にかほの景観を守り育む条例
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附則

出羽富士・秋田富士とも呼ばれる霊峰鳥海山や海の幸をもたらす恵み豊かな日本海

などの美しい自然は、私たちのまち「にかほ」の市民生活の背景となって魅力ある歴史

や文化を育んできた。そして、地域の活力を生む都市空間や緑の多い落ち着いた街並

み、古くから人々の生活を支え、人々の手によって守られてきた農の風景を形成し、自

然と暮らしが調和する魅力的な景観が広がっている。

自然や先人たちの生活により、長い年月の中で培われてきたこの景観は、市民共有

の資産であり、まちに関わるすべての人が享受することができる資産である。この資

産を後世に継承し、さらに良好な景観形成を図るためには、市民、事業者、行政が連携

し景観まちづくりの意識を共有し、一体的な取り組みを進めていかなければならない。

こうした連携のもと、この郷土の持つ魅力ある歴史や文化を大切にし、自然と暮ら

しが調和する「にかほ」らしい景観を愛情と誇りを持って守り育んでいくため、この条

例を制定する。

   第１章 総則

（目的）

第１条 この条例は、景観法（平成１６年法律第１１０号。以下「法」という。）の施

行に関し必要な事項を定めることにより、「自然と暮らしが調和する持続可能な美し

い都市
ま ち

にかほ」の実現に向けた景観形成や景観誘導を計画的に進めるとともに、地

域の特色に根ざした景観まちづくりを積極的に推進し、もって市民の生活環境やま

ちへの愛着心の向上及び地域社会の健全な発展に寄与することを目的とする。

（市の責務）



第２条 市は、良好な景観の形成に必要な施策を策定し、これを総合的かつ計画的に

実施しなければならない。

２ 市は、前項の施策の策定及び実施に当たっては、市民及び事業者の意見が十分に

反映されるよう努めなければならない。

３ 市は、良好な景観の形成に関する啓発及び知識の普及を通じて、市民及び事業者

の理解を深めるよう努めなければならない。

（市民及び事業者の責務）

第３条 市民及び事業者は、自らが良好な景観の形成の主体であることを認識し、自

主的かつ積極的な役割を果たすよう努めなければならない。

２ 市民及び事業者は、市が実施する良好な景観の形成に関する施策に協力しなけれ

ばならない。

   第２章 良好な景観の形成に関する施策

    第１節 景観計画の策定等

（景観計画の策定）

第４条 市長は、法第８条第１項の規定に基づき、景観計画を定めるものとする。

２ 法第８条第２項第１号に規定する景観計画区域は、次に掲げる地区に区分するも

のとする。

(1) 一般景観ゾーン（次号に掲げる地区以外の地区をいう。）

(2) 重点景観ゾーン（地域の特性を生かした良好な景観の形成を先導する地区とし

て、よりきめ細かな施策が特に必要と市長が認める地区をいう。）

３ 法第８条第２項第２号に規定する良好な景観の形成のための行為の制限に関する

事項は、前項各号に掲げる地区ごとに定めるものとする。

４ 市長は、景観計画を定めようとするときは、あらかじめ、第２１条の規定によるに

かほ市景観審議会（以下この章において「審議会」という。）の意見を聴くものとす

る。

５ 前項の規定は、景観計画の変更（規則で定める軽微な変更を除く。）について準用

する。

（計画提案に係る意見の聴取）

第５条 市長は、法第１１条第１項及び第２項の規定による計画提案があった場合に

おいて、法第14条第１項の規定により当該計画提案を踏まえて景観計画の策定又は

変更をする必要がない旨及びその理由（以下この条において「理由等」という。）を

当該計画提案をした者に通知しようとするときは、あらかじめ、当該計画提案に係



る景観計画の素案及び理由等を審議会に提出して、その意見を聴くものとする。

    第２節 行為の制限等

（届出を要する行為等）

第６条 法第１６条第１項第４号の良好な景観の形成に支障を及ぼすおそれのある行

為として条例で定める行為は、次に掲げる行為とする。

(1) 屋外における土石、廃棄物（廃棄物の処理及び清掃に関する法律（昭和４５年

法律第１３７号）第２条第１項に規定する廃棄物をいう。）、再生資源（資源の有効

な利用の促進に関する法律（平成３年法律第４８号）第２条第４項に規定する再

生資源をいう。）その他の物品の集積又は貯蔵

(2) 土石等の採取又は鉱物の掘採

(3) 土地の区画形質の変更

２ 前項各号に掲げる行為に係る法第１６条第１項の規定による届出は、行為の種類、

場所、設計又は施行方法及び着手予定日並びに同項の条例で定める事項として次に

掲げる事項を記載した届出書を提出して行わなければならない。

(1) 行為をしようとする者の氏名及び住所（法人その他の団体にあっては、その名

称及び主たる事務所の所在地）

(2) 行為の完了予定日

３ 法第１６条第２項の条例で定める事項は、設計又は施行方法のうち、その変更に

より第１項各号に掲げる行為が同条第７項各号に掲げる行為に該当することとなる

もの以外のものとする。

４ 第２項の届出書には、法第８条第４項第２号に規定する規制又は措置の基準（以

下「景観形成基準」という。）への適合に関する事項を記載した書類その他規則で定

める図書を添付しなければならない。

（助言及び指導）

第７条 市長は、良好な景観の形成のために必要と認めるときは、法第１６条第１項

の規定による届出をした者に対し、当該届出に係る行為に関し必要な助言又は指導

を行うことができる。

（勧告の手続及び公表）

第８条 市長は、法第１６条第３項の規定による勧告を行おうとするときは、あらか

じめ、審議会の意見を聴くものとする。

２ 市長は、法第１６条第３項の規定による勧告を受けた者が正当な理由なくその勧

告に従わなかったときは、規則で定めるところにより、その旨及びその勧告の内容



を公表することができる。

３ 市長は、前項の規定による公表をしようとするときは、当該公表に係る勧告を受

けた者に、あらかじめ、その旨を通知し、その者に意見を述べる機会を与えなければ

ならない。

（届出を要しない行為）

第９条 法第１６条第７項第１１号の条例で定める行為は、次に掲げる行為とする。

(1) 法第１６条第１項第１号から第３号までに規定する行為（同項第２号に規定す

る行為にあっては、規則で定める工作物に係る行為に限る。）で規則で定める規模

以下のもの

(2) 第６条第１項各号に掲げる行為で規則で定める規模以下のもの

(3) 法令又は他の条例の規定により許可、認可、届出等を要する行為のうち、良好

な景観の形成に支障を及ぼすおそれがないものとして規則で定めるもの

(4) 前３号に掲げるもののほか、これらに準じる行為として規則で定めるもの

（特定届出対象行為）

第１０条 法第１７条第１項の特定届出対象行為は、法第１６条第１項第１号及び第

２号の届出を要する行為とする。

（変更命令等の手続及び公表）

第１１条 市長は、法第１７条第１項の規定により必要な措置をとることを命じよう

とするとき、又は同条第５項の規定により原状回復若しくはこれに代わるべき必要

な措置をとることを命じようとするときは、あらかじめ、審議会の意見を聴くもの

とする。

２ 第８条第２項及び第３項の規定は、前項の処分について準用する。この場合にお

いて、これらの規定中「勧告」とあるのは、「処分」と読み替えるものとする。

（行為の完了報告等）

第１２条 法第１６条第１項の規定による届出（同条第２項の規定による変更の届出

を含む。次条及び第１４条において同じ。）をした者は、当該届出に係る行為が完了

したときは、遅滞なく、規則で定めるところにより、その旨を市長に届け出なければ

ならない。

２ 前項の規定は、当該届出に係る行為を取りやめたときについて準用する。

（現地確認）

第１３条 市長は、前条第１項の届出があったときその他必要があると認めるときは、

当該行為が景観形成基準に適合しているかどうかを確認するものとする。



２ 市長は、前項の規定による確認に関し必要があると認めるときは、その職員に、当

該行為に係る敷地に立ち入り、当該行為の実施状況を検査させることができる。

３ 前項の規定により立入検査をする職員は、その身分を示す証明書を携帯し、関係

人の請求があった場合は、これを提示しなければならない。

４ 第２項の規定による立入検査の権限は、犯罪捜査のために認められたものと解し

てはならない。

（現地確認後の勧告）

第１４条 市長は、前条の規定による現地確認の結果、当該届出に係る行為が景観形

成基準に適合しないと認めるときは、当該届出をした者に対し、当該届出に係る行

為に関し必要な措置をとることを勧告することができる。この場合において、当該

勧告を行おうとするときは、あらかじめ、審議会の意見を聴くものとする。

２ 第８条第２項及び第３項の規定は、前項の規定による勧告について準用する。

（景観重要建造物の指定等の手続）

第１５条 市長は、法第１９条第１項の規定による指定又は法第２７条第２項の規定

による指定の解除をしようとするときは、あらかじめ、審議会の意見を聴くものと

する。

２ 市長は、法第２３条第１項の規定により原状回復若しくはこれに代わるべき必要

な措置を命じようとするとき、又は法第２６条の規定により必要な措置を命じ、若

しくは勧告しようとするときは、あらかじめ、審議会の意見を聴くものとする。

（景観重要建造物の管理の方法の基準）

第１６条 法第２５条第２項の管理の方法の基準は、次のとおりとする。

(1) 景観重要建造物の滅失及び毀損を防ぐため、その敷地、構造及び建築設備を定

期的に点検すること。

(2) 消火設備の設置その他の防災上の措置を講ずること。

(3) 景観重要建造物の修繕は、原則として、当該修繕前の外観を変更することのな

いようにすること。

(4) 前３号に掲げるもののほか、景観重要建造物の良好な景観の保全のため必要な

措置を講ずること。

（景観重要樹木の指定等の手続）

第１７条 市長は、法第２８条第１項の規定による指定又は法第３５条第２項の規定

による指定の解除をしようとするときは、あらかじめ、審議会の意見を聴くものと

する。



２ 市長は、法第３２条第１項において読み替えて準用する法第２３条第１項の規定

により原状回復若しくはこれに代わるべき必要な措置を命じようとするとき、又は

法第３４条の規定により必要な措置を命じ、若しくは勧告しようとするときは、あ

らかじめ、審議会の意見を聴くものとする。

（景観重要樹木の管理の方法の基準）

第１８条 法第３３条第２項の管理の方法の基準は、次のとおりとする。

(1) 景観重要樹木の良好な景観を保全するため、剪定その他の必要な管理を行うこ

と。

(2) 景観重要樹木の滅失及び枯死を防ぐため、病害虫の駆除その他の措置を講ずる

こと。

(3) 前２号に掲げるもののほか、景観重要樹木の良好な景観の保全のために必要な

措置を講ずること。

    第３節 景観まちづくりの推進施策

（支援等）

第１９条 市長は、市内において良好な景観の形成に資する活動を行う者に対し、必

要があると認めるときは、当該活動のために必要な技術的支援を行い、又は当該活

動に要する費用の一部を助成することができる。

（表彰）

第２０条 市長は、良好な景観の形成に寄与していると認められる者又は団体を表彰

することができる。

   第３章 にかほ市景観審議会

（設置）

第２１条 良好な景観の形成に関する重要な事項を審議するため、地方自治法（昭和

２２年法律第６７号）第１３８条の４第３項の規定に基づき、にかほ市景観審議会（

以下「審議会」という。）を置く。

（委員）

第２２条 審議会は、委員１０人以内をもって組織し、次に掲げる者のうちから市長

が委嘱する。

(1) 学識経験者

(2) 関係行政機関の職員

(3) 前２号に掲げる者のほか、市長が必要と認める者

２ 委員の任期は、２年以内とする。ただし、委員が欠けた場合の後任の委員の任期



は、前任者の残任期間とする。

（会長及び副会長）

第２３条 審議会に会長及び副会長１人を置き、委員の互選とする。

２ 会長は、会務を総理し、会議の議長となる。

３ 副会長は、会長を補佐し、会長に事故があるとき、又は会長が欠けたときは、その

職務を代理する。

（会議）

第２４条 審議会は、市長が招集する。

２ 審議会の会議は、委員の半数以上が出席しなければ開くことができない。

３ 審議会の議事は、出席委員の過半数で決し、可否同数のときは、議長の決するとこ

ろによる。

（庶務）

第２５条 審議会の庶務は、農林水産建設部建設課において処理する。

（会長への委任）

第２６条 この章に定めるもののほか、審議会の運営に関し必要な事項は、会長が審

議会に諮って定める。

   第４章 雑則

第２７条 この条例の施行に関し必要な事項は、市長が別に定める。

   附 則

（施行期日）

１ この条例は、令和２年７月１日から施行する。

（経過措置）

２ この条例の施行前に、現に着手されている建築行為等については、第６条の規定

は適用せず、なお従前の例による。

３ この条例の施行の際現に法第８条第１項の規定により定められている景観計画は、

第４条第４項の規定によりにかほ市景観審議会の意見を聴いて定められたものとみ

なす。


